
６ 食の安全と消費者の信頼確保

（１）病害虫の侵入・まん延の防止

【管内各県が発表した警報、注意報】
（令和４年１０月以降）

警 報 なし

注意報 20件（全国129件）
＜主な注意報＞

・稲のいもち病（３件）
・稲の斑点米カメムシ類（４件）
・タマネギ、ネギのベと病（４件）

警報：重要な病害虫が大発生することが予測され、
かつ、早急に防除措置を講ずる必要がある場
合に発表

注意報：警報を発表するほどではないが、重要な病害
虫が多発することが予測され、かつ、早めに防除
措置を講じる必要がある場合に発表

○ 病害虫のまん延は深刻な農業被害をもたらし、食料の安定供給及び国民生活に重大な影響を及ぼすこと
から、国内に存在しない（もしくは国内の一部のみに存在する）病害虫の侵入・まん延、国内で発生する
病害虫の発生・まん延を防ぐことが重要である。

○ 化学農薬のみに依存した防除では、温暖化等により病害虫の発生地域が拡大し発生量も増加しているこ
と、病害虫の薬剤耐性が発達してきていることから、いずれ防除に困難をきたすおそれがある。

○ 侵入病害虫の早期発見・防除のため、侵入調査や緊急防除の対応強化を図るとともに、国内における病
害虫防除では、化学農薬のみに頼らない「総合防除」を推進している。

【侵入を警戒すべき重要病害虫】

トマトキバガ
(幼虫） 被害を受けた葉や果実

・ミカンコミバエ種群
・アリモドキゾウムシ
・トマトキバガ 等 ３８種

1cm

国内に存在しない、若しくは国内の一
部に存在し、まん延した場合に重大な被
害を与えるおそれが高いもの。

トマトキバガは令和３年に九州で初確
認。令和４年５月以降、管内８県でト
ラップへの誘殺を確認。

【病害虫の「総合防除」の推進】

従来のような発生後の防除のみならず、病害虫の性
質に応じた予防策を平時から導入し、発生しにくい生
産条件を整備

改正植防法(令和５（2023）年４月施行)に基づく各県の総合防除計画策定にあたり、素案の確認や問い合
わせへの対応等を行い、計画策定を支援している。香川県(令和５（2023）年３月）、広島県（同年10月）
が策定している。

予防
（病害虫が発生

しにくい生産
条件の整備）

判断
（防除要否及び
タイミングの

判断）

防除
（多様な防除方

法を活用した
防除）

・健全種苗使用
・病害虫の発生
源の除去
・抵抗性品種の
導入
・防虫ネットの
設置
・土壌や培地の
消毒 等

防虫ネット

・発生予察情報
の活用

・病害虫や天敵
の発生状況の
観察 等

●多様な防除資
材の活用
・天敵、紫外線
ライト 等
●適切な使用方
法による防除
・化学農薬の
ローテーショ
ン散布 等
●その他の物理
的防除
・被害を受けた
葉、果実等の
除去 等
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備前市では

（２）食育の推進と食文化の保護・継承

○ 食育基本法（平成17年７月施行）に基づき、国、地方公共団体及び関係事業者等はそれぞれ食
育の推進に関する責務を果たすことが求められ、都道府県及び市町村においては食育推進計画の
作成が努力義務となっている。
関係者の連携・協働の下に、地域の特性を生かした様々な取組が展開されている。

○ 農林水産省では、地域における食育活動を支援するとともに、食育関係者の取組の周知及び優
れた取組の全国展開を目的として表彰事業を実施。第７回食育活動表彰（令和４年）では管内で
１団体が受賞された。

取組事例（令和４年度交付金活用）

① 食育の推進

食育推進計画、食育活動表彰等

県名
県

計画作成率
（％）

市町村
計画作成率
（％）

鳥取県 100.0 89.5
島根県 100.0 94.7
岡山県 100.0 100.0
広島県 100.0 100.0
山口県 100.0 100.0
徳島県 100.0 87.5
香川県 100.0 100.0
愛媛県 100.0 100.0
高知県 100.0 97.1

香川県坂出市
学校給食における地場産物等活用の促進
「高校生による地場産物を活用したメニュー開発」

令和４年度の学校給食センター開業を契機として、学校給
食における地場産物の使用割合を高めるため、これまでの物
資調達や配送方法を見直し、地域の生産者から調達した青果
物を学校現場における「生きた教材」として、より効果的に
子どもたちに伝えることを目的に、高校生が地場産物を使用
した給食メニューを開発する取り組みを実施。メニューを試作する様子さぬきひめの収穫体験

食育推進計画作成状況（令和５年３月末時点） 第７回食育活動表彰（令和４年）管内受賞事例

ボランティア部門【食生活改善推進員の部】消費・安全局長賞
岡山県 備前市栄養委員会

「災害時の食に備える普及啓発活動」

小学生と備蓄食品体験学習

パッククッキングの
良さを実感

備前市では災害への危機意識が低いことが課題
だったため、子どもから大人まで、生きる力を身
につけることができるよう普及・啓発活動を実施。
家庭でローリングストックやパッククッキング

を活用し、災害時でも栄養バランスが良くなる食
事法を周知。
また、小学生を対象に、ハザードマップの見方

の学習や備蓄食品を使用した調理実習を実施。

※ローリングストック：普段食べ
慣れている食品を多めに買って
「備える」「食べる」「食べた分
を買い足す」ことで備蓄すること

※パッククッキング：食材を耐熱性のある
ポリ袋に入れ、鍋等で加熱する調理法

香川県
農林漁業体験機会の推進

「産地体験交流会～知ろう！食べよう！地元の食～」

親子を対象に生産者との交流を含んだ収穫体験等の活動を
行うとともに、調理実習により栄養や食べ方、郷土料理の伝
承や地産地消について学ぶ機会を創出。
生産者と交流し、栽培方法や収穫方法等について直接話を

聞いたことにより、産地の状況や栽培の苦労などを学び、農
業への理解が向上。
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「新たな日常」やデジタル化に対応した食育の推進

○ 第４次食育推進基本計画では、デジタル技術の進展・普及の加速化や、新型コロナウィルス感染
症の影響が長期化する中で、SNSの活用やインターネット上でのイベント開催、動画配信、オンラ
インでの非接触型の食育の展開などを推進している。

○ 中国四国農政局でも、動画配信と実践を組み合わせた「食育セミナー」等、「新たな日常」やデ
ジタル化に対応した食育の取組を実施している。

近年、調理時間の減少や子どもの魚離れが進行しており、家庭
内調理の機会を増やしていくため、動画配信と実践を組み合わせ
ながら、魚のおろし方や調理を体験できる機会を提供。
令和５年３月水産庁が募集した「海業（うみぎょう）振興モデ

ル地区」に選定された愛南町（愛媛県）において、第６回食育活
動表彰消費・安全局長賞を受賞した「愛南町ぎょしょく普及推進
協議会」にご協力いただき開催。
参加者からの感想は、「貴重な体験ができた」「もっと多くの

人に参加してほしい」など。

◆日時：令和５年８月５日（土）
◆会場：愛媛県 愛南町地域産業研究・普及センター
◆参加人数：会場８名、オンライン21名
◆実施内容：
【疑似体験】情報端末を使ってアプリケーション

「真鯛の三枚おろしに挑戦」でゲーム大会
【リアル体験】包丁を使って「真鯛の三枚おろし」体験
【調理体験】おろした真鯛を使って「鯛カツバーガー」づくり

食育セミナー
～真鯛の三枚おろしゲーム大会で楽しくぎょしょく～

◆日時：令和５年１月27日（金）
◆会場：ＮＰＤ貸会議室 岡山高島屋
◆参加人数：会場16名、オンライン94名
◆実施内容：
【第１部】事例発表
ＪＡ東とくしま
「食農交流拠点としての産直」
㈱マルイ
「マルイが目指すＳＤＧｓ～実践事例を踏まえて～」
香川短期大学
「地域の食育活動を通じた栄養士の養成」

【第２部】パネルディスカッション
テーマ「持続可能な食と環境を支える食育活動の実践に向けて」

会場とオンラインでの参加を組み合わせた食育イベントを開催。
第１部の事例発表では、「持続可能な食と環境を支える食育活

動の実践に向けて」というテーマに即し、生産、流通、教育の立
場から取組を実践されている３つの事例を紹介。
第２部のパネルディスカッションでは、（１）環境に配慮した

農業・農産物に関する消費者の意識をどう受け止めているか、食
育活動を通じてみられる消費者の反応、意識や行動の変化、
（２） 消費者の行動変容に結びついたと思われる食育活動の工
夫やノウハウ、ヒント、などについて議論。

食育推進セミナー
～持続可能な食と環境を支える食育活動の実践に向けて～
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② 食文化の保護・継承

地域の食文化の保護・継承 ～うちの郷土料理～

■地域ごとの有識者により郷土料理を選定し、関連情報のデータ
ベース化等を実施（中四国管内では、258品目を選定）

■ メニュー・レシピだけでなく、郷土料理が生まれた地域の風土
や暮らしを「エリアストーリー」（記事、画像、動画）として記録

和食文化継承リーダーの育成 （人材育成）

■幼稚園・保育所・小学校等の栄養教諭等や地域で子どもたちに和食文化継
承活動を行っている人を対象に、次世代の子どもたちに和食文化を伝える
中核的な人材（和食文化継承リーダー）を各都道府県に育成

■ 令和元（2019）から令和４（2022）年度にかけて、各都道府県で実施
中国四国地域は、87名認定（全国910名認定）

■ 令和５（2023）年度の研修は、全都道府県を対象に実施中

■和食文化継承リーダーになるには？
以下の全ての課程を修了した受講生に対して、認定証を発行
基礎研修
▽

実践研修
▽

実地研修
▽

認定証発行
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〇 平成25（2013）年12月、「和食;日本人の伝統的な食文化」がユネスコ無形文化遺産に登録された。
〇 海外における日本食レストランの増加や訪日外国人観光客からの日本食、郷土料理を食べること
への期待など、世界から和食は注目されている。一方、国内では食の多様化や家庭環境の変化が進
む中、和食文化の保護・継承が課題である。

〇 地域固有の多様な食文化を保護・継承するため、令和元（2019）年度から令和３（2021）年度ま
での３か年で、全国各地の郷土料理の歴史やレシピ、地域の背景等をデータベース化し、公表した。

〇 また、子どもたちや子育て世代に和食文化を伝える中核的な人材「和食文化継承リーダー」を育
成するための研修を実施中である。

平成 25 年（2013）12 月に、「和食；日本人の伝統的な食文化」がユネスコ無形文化遺産に登録され、
令和５（2023）年12月に10年を迎える節目となることから、引き続き和食文化の保護・継承を推進する。

とうふちくわ（鳥取県） 柿なます（島根県） ママカリの酢漬け（岡山県）

かきの土手鍋（広島県） 瓦そば（山口県） そば米雑炊（徳島県）

しょうゆ豆（香川県） 鯛めし（愛媛県） 田舎ずし（高知県）
出典：農林水産省「うちの郷土料理」

画像提供元 : 今治市観光課



地域計画は、農業経営基盤強化促進基本構想を策定している市町村が、市街化区域以外の農業上
の利用が行われる区域を対象に、令和５（2023）年４月から２年間で策定することとなった。農政
局では、作成を後押しするため、必要な経費の補助や先行事例の情報共有等の支援を行っている。

地域計画（目標地図）の策定までの流れ

３３

７ 農地の最大限の利用と担い手の育成・確保
（１）農地中間管理機構による集積・集約化と担い手による農地利用
① 地域計画の策定の推進

○ これまで、地域の農業者の話合いに基づき、地域農業の中心経営体、地域農業の将来の在り
方等を明確にする人・農地プランの作成・実行に取り組んでいたが、令和５（2023）年４月、
農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律が施行され、人・農地プランは「地域計画」
として法律に位置付けられたため、新たに「地域計画」を策定することが必要となった。

〇 地域計画では、人・農地プランに定めていた内容に加え、概ね10年後に誰がどの農地を利用
していくのかを明確化した「目標地図」を併せて策定することとなった。

協議の実施・取りまとめ
農業者、市町村、農業委員会、
農地バンク、JA、土地改良区
など幅広い関係者が参加し、
取りまとめ

地域計画案の取りまとめ
市町村は、農業委員会から提
出のあった目標地図の素案を
踏まえ、地域計画の案の作成 地

域
計
画
の
公
告
・
周
知

目標地図素案の作成
農業委員会は、現況地図を基
に受け手ごとに集約化に向け
た調整をできる限り実施



○ 「担い手」への農地集積率は、令和４(2022)年度末時点で31.5％(全国 59.5％)となり、前年同期
から1.0ポイント(全国 0.6ポイント)の増加。また、令和４(2022)年度において、農地バンクが転貸
した面積は4,849haで、そのうち、新規に担い手に集積された面積は1,709haである。

○ 農業者の高齢化や耕作放棄地の拡大が進み、担い手への農地利用の集積・集約化が喫緊の課題で
ある中、中山間地域など条件不利地域でいかに取組を進めるかが重要なポイントである。

② 担い手への農地の利用集積の状況

令和５(2023)年度の目標（担い手のシェア８割）達成のため、①地域計画において農地の将来像を
目標地図として明確化、②農地バンクを活用した農地の集約化等の加速化、③中山間地域における対
応の強化などを推進する。

○全耕地面積に占める担い手の利用面積のシェア ○農地バンクの取扱実績（累積転貸面積）

資料：農林水産省調べ 資料：農林水産省調べ

34

48.1%
50.3%

52.3% 54.0% 55.2% 56.2% 57.1% 58.0% 58.9%

59.5%

21.6%
23.1% 24.6%25.7%

27.4% 28.3% 28.7% 29.8% 30.5%

31.5%

15%

30%

45%

60%

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
全国 中国四国

+1.4万ha

+0.22万ha
2.4万

10.0万
14.2万

18.5万
22.2万

25.4万
29.6万

33.9万
37.6万

0.2万 0.8万 1.2万 1.7万 2.1万 2.4万 2.8万 3.1万 3.3万

0.0

20.0

40.0

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

全国 中国四国

（万ha）



【用語の解説】
新規集積面積とは、農地中間管理事業による農地バンクからの転貸面積のうち、非担

い手から担い手に貸し付られた面積をいう。

資料：農林水産省調べ

○農地バンクによる農地の借入・転貸面積

【用語の解説】
１ 担い手とは、認定農業者（特定農業法人を含む）、認定新規就農者、基本構想水準
到達農業者、集落営農経営をいう。

２ 農地集積率とは、農地面積に占める担い手が利用する面積の割合をいう。

○担い手への農地集積の状況

資料：農林水産省「担い手及びその農地利用の実態に関する調査」、「耕地及び作付面積統計」
注：集積面積は機構を介さないものを含む。

愛媛県

香川県農地機構
（農地相談員）

資料：農林水産省調べ

（単位：ha）

○担い手に位置付けられる農業者数が増加
したこと、認定農業者や認定新規就農者の
経営規模拡大等により農地集積が進んだこ
と等により、一昨年度（令和３年度）から
集積面積が492ha増加、集積率が1.8ポイン
ト上昇した。

〇香川県高松市由佐・池西地区では過去の

大規模な基盤整備後に定着した担い手が営

農しており、新規就農者はまとまった農地

を取得できず、効率的な農業経営が困難な

状況であった。

〇人・農地プランに向けた話し合いの中で、

若手農業者等から農地交換の相談があった

ことから、機構の農地相談員が農地最適化

推進員と協力し、地区を越えた農地交換に

向けた地権者との話し合いを開始した。

○当初、一部の地権者は難色を示したもの

の、農地相談員が粘り強く戸別訪問活動を

重ねることで同意を得ることに成功。集積

面積の増加及び経営効率化を実現した。
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全　　国 149,210 45,143 53,415 16,906 380,325 375,966 152,281
中国四国 14,040 3,977 4,849 1,709 34,674 33,496 15,813
鳥 取 県 1,090 732 1,286 269 5,567 5,319 2,883
島 根 県 1,560 760 844 374 6,939 6,484 3,554
岡 山 県 1,910 666 739 262 3,723 3,700 1,999
広 島 県 1,620 416 452 167 5,476 5,408 1,822
山 口 県 2,280 530 636 218 6,834 6,715 2,309
徳 島 県 890 102 75 48 881 713 542
香 川 県 1,270 618 639 284 3,680 3,645 1,992
愛 媛 県 2,320 70 70 37 719 719 362
高 知 県 1,100 84 109 50 855 793 350

新規集積

面積

年間集積

目標面積

令和4(2022)年度 平成26(2014)年度～令和4(2022)年度

借入

面積

転貸

面積

借入

面積

転貸

面積
新規集積

面積

集積率 集積率 集積率増減
全　　国 4,324,990 2,560,109 58.9% 2,573,672 59.5% 13,563 0.6

中国四国 355,500 109,838 30.5% 112,043 31.5% 2,205 1.0
鳥 取 県 33,700 11,056 32.4% 11,263 33.4% 207 1.0
島 根 県 36,000 13,037 36.0% 13,410 37.3% 374 1.3
岡 山 県 62,300 16,526 26.4% 16,583 26.6% 57 0.3
広 島 県 51,800 13,409 25.4% 13,593 26.2% 183 0.8
山 口 県 43,800 14,304 32.1% 14,488 33.1% 184 0.9
徳 島 県 27,800 7,821 27.8% 7,990 28.7% 169 0.9
香 川 県 29,000 9,025 30.8% 9,261 31.9% 236 1.1
愛 媛 県 45,300 15,780 34.2% 16,272 35.9% 492 1.8
高 知 県 25,800 8,880 33.9% 9,184 35.6% 303 1.7

①令和4（2022）年3月末 ②令和5（2023）年3月末 ③=②－①

集積
面積

集積
面積

集積面積増減
令和4（2022）年

耕地面積



（２）担い手の育成・確保
① 認定農業者制度の推進

認定農業者に対しては、経営所得安定対策、農業経営基盤強化資金（スーパーL資金）、農業経
営基盤強化準備金制度等の支援措置により、経営改善に向けた取り組みを支援していく。

注１:複合経営とは、経営体毎の農産物販売金額１位の部門の販売金額が農産物総販売金額の80％に満たない経営。

資料：農林水産省経営局経営政策課調べ
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中国四国における認定農業者数の推移

注２:単一経営とは、経営体毎の農産物販売金額１位の部門の販売金額が農産物総販売金額の80％以上を占める経営。

資料：農林水産省経営局経営政策課調べ

〇 中国四国地域における令和４（2022）年３月31日現在の認定農業者数（市町村認定及び都道府
県認定）は、18,658経営体（全国222,130経営体）となっており、近年は年々減少傾向にある。
このうち法人の数をみると増加傾向にあり、平成22（2010）年と比較すると２倍（全国２倍）と
なっている。

○ 営農類型別にみると、複合経営が全体の４割を占めており、単一経営では、中国四国地域は全
国に比べ果樹類や施設野菜の割合が高く、稲作の割合が低くなっている。

営農類型別認定状況（令和４（2022）年３月末現在）



〇 農業経営の法人化は、経営管理の高度化や安定的な雇用の確保、円滑な経営継承など経営発
展の効果が期待されるため、県が設置する農業経営・就農支援センターにおいて専門家派遣等
により支援している。

〇 集落営農法人は構成員の高齢化が進んでおり、後継者の確保や今後の経営展開等が課題と
なっていることから、集落営農活性化プロジェクト促進事業等により若者の雇用や新たな取組
を支援している。

② 農業経営の法人化の推進

中国四国における集落営農組織数の推移

資料：農林水産省「集落営農実態調査」（各年２月１日現在の結果）

中国四国における法人経営体数の推移

〇 中国四国地域の法人経営体数は、令和２（2020）年に3,902法人（全国30,707法人）となり、
平成17（2005）年から1.7倍（全国1.6倍）になるなど、着実に増加している。

○ 集落営農法人は、令和５（2023）年２月時点で1,151法人（全国5,760法人）となり、平成25
（2013）年から1.6倍（全国２倍）に増加した。

資料：農林水産省「農林業センサス」
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上記の支援事業に加え、 ①先輩農業経営者と新規就農者との交流会、②若手農業経営者による農業
高校生への出前授業の取組、③新規就農ガイダンス、就農体験紹介、農業法人等の会社説明のための
「新・農業人フェア」の開催、④農大生や大学生などに対する新規就農に関する情報の発信等を通じ
て、新規就農者数の更なる拡大を推進している。

○ 新規就農者を地域農業の担い手として育成するため、就農から農業経営の改善・発展段階まで
一貫した支援が重要である。

○ このため、平成26年度から認定新規就農者制度を設け、認定新規就農者の早期の経営安定に向
け、支援（就農前の研修期間や経営開始直後の資金面での支援等）を集中的に実施している。

○ 近年、中国四国地域では、毎年、約350名が認定新規就農者として新たに認定を受けている。

③ 新規就農の推進
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資料：青年等就農計画の営農類型別等の認定状況について

1,519 

1,764 1,808 1,881 
1,724 1,644 

1,561 1,550 

319 341 361 327 305 275 
152 187 

0
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2,000
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農業次世代人材投資事業の交付対象者数

経営開始型 準備型

（人）

資料：農林水産省調べ
注：１ 農業次世代人材投資事業（準備型）：就農に向けて都道府県等が有効

と認める研修機関等において研修を受ける者に対して資金を交付する事
業のこと。
２ 農業次世代人材投資事業（経営開始型）：経営開始直後の新規就農者
に対して資金を交付する事業のこと。



540,894 人

39.7%822,144 人

60.3%

【全国】

74,062 人

39.5%113,497 人

60.5%

【中国四国】

男性

女性

男性

女性

○ 基幹的農業従事者に占める女性の割合は約４割を占め、農業経営はもとより地域農業の振興や活
性化等に重要な役割を果たしている。

○ 第５次男女共同参画基本計画（令和２年12月閣議決定）では、令和７年度に向けて、農業協同
組合役員の15％、農業委員の30％、土地改良区理事の10％を女性とする数値目標が定められ、女性
登用に向けた取組が進められている。

○ 何れも目標達成には至っておらず、引き続き、関係機関と連携した取組が必要である。

基幹的農業従事者に占める女性の割合（令和２（2020）年）

資料：農林水産省「農林業センサス」

出典：令和4年度農業委員会及び農協の女性登用の促進に関する状況、
令和５年度土地改良企画課調べ（令和５年３月31日時点）

今後は、男女共同参画意識の向上や女性の経営力・発言力の向上等を目的とした取組を引き続き行
うとともに、農業女子プロジェクトの活動などを通じて、社会全体での女性農業者の存在感を高め、
併せて職業としての農業を選択する若手女性の増加を推進する。

④ 女性の活躍
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うち女性 女性比率 うち女性 女性比率 うち女性 女性比率

全国 14,478 1,415 9.8% 23,106 2,894 12.5% 45,196 369 0.8%

中国四国 1,464 142 9.7% 2,794 358 12.8% 8,926 105 1.2%

鳥取県 103 7 6.8% 234 30 12.8% 858 3 0.3%

島根県 46 6 13.0% 247 30 12.1% 358 5 1.4%

岡山県 119 7 5.9% 383 35 9.1% 1,113 6 0.5%

広島県 370 33 8.9% 293 44 15.0% 477 3 0.6%

山口県 44 6 13.6% 258 45 17.4% 883 12 1.4%

徳島県 292 32 11.0% 350 55 15.7% 1,400 31 2.2%

香川県 33 3 9.1% 276 24 8.7% 1,249 8 0.6%

愛媛県 352 37 10.5% 350 30 8.6% 1,755 18 1.0%

高知県 105 11 10.5% 403 65 16.1% 833 19 2.3%

（単位：人）
農業協同
組合役員
数

農業委員
数

土地改良
区理事数

女性登用の状況



○ 令和２年12月に閣議決定された「男女共同参画基本計画」において、土地改良区については2025年度までに
「女性理事が登用されていない組織数はゼロとする。」及び「理事に占める女性の割合を10％とする。」目標
が設定されている。

○ 土地改良区理事総数に対する女性理事の割合は、令和４年度末で、全国は0.8％に対し、中国四国管内は
1.2％である。中国四国局管内の女性理事登用の状況は、令和３年度末は84人、令和４年度末は105人となって
いる。当管内で最も女性理事登用数が多い県は徳島県で31人、愛媛県においては18人。目標を達成するために
は、さらなる推進が必要である。

～土地改良区の女性理事登用～

出典：農村振興局土地改良企画課「令和３年度・令和４年度土地改良区設立状況等調査」
「平成29年度土地改良区運営実態等統計調査」 40
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○ 各県で開催される土地改良区役職員研修会において、女性理事登用に向けた取組、登用に向けて必要な手続き
（定数の増加、員外理事等定款の変更）等を周知し、取組を推進している。

○ さらに、中国四国農政局においては、土地改良区理事長等との意見交換会、土地改良区への個別訪問等によ
り女性理事登用を推進している。女性理事登用や育成のための情報交換ができる環境としてのネットワーク構
築の支援を実施している。
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研修会等開催状況

県名 開催日 主な参加者 意見交換及び研修の主なテーマ

鳥取 令和４年10月17日 女性事務職員 持続的な活動を行える土地改良区とする
ために出来ること

島根 令和４年10月25日 役職員 ・女性理事登用の実現へのアドバイス
・女性理事への期待

岡山 令和４年6月30日 女性の会会員 ・女性の会設立の効果
・土地改良区における女性活躍の推進

広島 令和５年1月20日 役職員 土地改良区の役割で最も重要なこと

山口 令和４年12月12日 職員 土地改良区において女性がどのように活
躍できるか

徳島
（研修）

令和４年11月１日 役職員 男女共同参画及び定款の変更

香川 令和４年９月８日
令和４年11月10日

役職員 ・女性理事登用の実現へのアドバイス
・女性理事候補者の選び方

愛媛 令和５年３月３日 役職員 女性が土地改良区で発揮できる役割につ
いて

高知 令和５年２月９日 役職員 土地改良区の役割で最も重要なこと

研修は、「土地改良区における男女共同参画」及び「定款の変更」に
ついて、管内全県において実施。また、管内８県は土地改良区役職
員を対象にワークショップ等を実施（令和４年度実績）。

中国四国農政局管内における女性の会設立状況

とっとり水土里の女性会

やまぐち水土里ネット女性の会

あわ水土里女性の会

かがわ水土里ネット女性会

おかやま水土里ネット女性の会

しまね水土里女性会

ひろしま水土里ネット女性の会
（令和５年９月に新たに設置）

中国四国水土里ネット女性の会

土地改良区が活性化し、地域農業を支え、地域に貢献する組織であり続けるために、土地改良区関
係者の女性幹部登用に対する理解の促進や意識改革を進め、土地改良区の女性職員等のネットワーク
化などにより、女性活躍に向けた環境作りを促進する。


